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被災条件別の帰宅困難者対策 

～企業における帰宅困難者対策の見直し～ 

 

 

 

 

 

 

 

 

１．行政における帰宅困難者対策の現状 

 

東日本大震災では、首都圏において鉄道の多くが運行を停止するとともに、地震の発生時刻が平日日

中であったことと相まって、約515万人（内閣府推計）に及ぶ帰宅困難者が発生した。帰宅困難者が徒

歩で帰宅した場合、群衆流れ等の二次被害にあう危険があるだけでなく、歩道から人があふれること

で、緊急車両等の応急活動を妨げる恐れがある。 

この教訓を踏まえて設置された、「首都直下地震帰宅困難者等対策協議会」の最終報告(平成24年9月)

等をもとに、内閣府が大都市圏における「大規模地震の発生に伴う帰宅困難者対策のガイドライン(平

成27年3月)」を策定した。 

本ガイドラインの前提となる被災条件は、大都市圏においてマグニチュード7クラス以上の地震が、

帰宅困難者等が最も多く発生すると想定される「平日昼12時」に発生するという、過酷な条件を前提

として想定している。そして、この過酷な条件を前提に、大都市圏内の鉄道・地下鉄は少なくとも3日

間は運行の停止が見込まれるとして、発災後はむやみに移動を開始しないとする「一斉帰宅抑制」を

事業者に求めている。 

一方で、近年発生した地震を教訓に、自治体によっては、上記の過酷な局面を想定した対策に加えて、

異なる局面を想定して対策を求めているところ（本稿3.(1)）や、地域の特性を考慮して対策を求めて

いるところ（本稿3.(2)）もある。 

 

 

２．内閣府における帰宅困難者等対策の見直しの動き 

 

前述したように、現行の「大規模地震の発生に伴う帰宅困難者対策のガイドライン(平成27年3月、以

下「既存ガイドライン」)」は帰宅困難者数がピークとなる過酷な局面を前提に整理されているが、か

かる局面以外を想定した対策も検討する必要があることが近年発生した地震からも明らかとなってい

る。例えば、令和3年10月に発生した千葉県北西部を震源とする地震は、その規模はマグニチュード5.9

（暫定値）と、従来の帰宅困難者対策ガイドラインで前提とするマグニチュード7クラスに至らないも

のであったものの、鉄道が一時運行を停止し、帰宅の時間帯に発災したことと相まって、駅前に帰宅

出来ない滞留者が多数発生した。 

このような状況を踏まえて、内閣府の首都直下地震帰宅困難者等対策検討委員会（以下、検討委員会）

は、令和4年8月に「帰宅困難者等対策に関する今後の対応方針」を示し、今後、本対応方針に基づき

具体的な対策が検討される見込みである。ここでは、本対応方針の概要について以下(1)(2)に整理する。 

No. 22-055 

【要旨】 

■東日本大震災の教訓を踏まえ策定された内閣府「大規模地震の発生に伴う帰宅困難者対策のガイド

ライン(平成 27 年 3 月)」の記載内容について、近年発生した地震の教訓を踏まえ、見直しの動き

がある。 

■本稿では、内閣府や自治体等における見直しの動きを踏まえ、企業における帰宅困難者対策の見直

しのポイントを整理する。 
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(1)＜新規検討＞マグニチュード7クラスに至らない規模の地震による駅前滞留者への対応 

 

 千葉県北西部を震源とする地震（令和3年10月）のように、既存ガイドラインが前提としていたマグ

ニチュード７クラスに至らない規模の地震であっても、被害状況や発災時刻等（冬の夜間発災で鉄道

運行再開の見通しが立たないなど）によっては、鉄道が一時運休し帰宅できない駅前滞留者が発生し、

人命の安全確保の観点から帰宅支援等の対応が必要になるという課題認識のもとに、各交通機関の事

業者や地方公共団体等の関係者と、対応方策を検討するとしている。 

 

(2)＜対応見直し＞被害状況に応じた柔軟な帰宅困難者対策 

 

 前述したように、既存ガイドラインでは、帰宅困難者が最も多く発生すると想定される「平日昼12

時」に、マグニチュード7クラス以上の地震が発災するという過酷な条件のもとに、 大都市圏内の鉄

道・地下鉄は少なくとも3日間は運行の停止が見込まれるとして、発災後はむやみに移動を開始しない

とする「一斉帰宅抑制」を求めていた。 

 しかし、東日本大震災からおおむね10年が経過した今、鉄道等公共交通機関の耐震化の進展により、

鉄道・地下鉄の想定運休期間の短縮が期待できること、スマートフォンの普及により、駅周辺に行か

ずとも個人が鉄道の運行状況等の情報を収集できる手段が発展しているなど、発災時の帰宅に関連す

る社会状況が変化している。加えて、発災後の帰宅意欲が高いことや、混雑の中心は都心部等であり、

他の地域では目立った混雑はないなど混雑傾向のシミュレーション結果が精緻化された等の背景を踏

まえ、「首都圏においても地域性が異なり、全域・全員の3日間待機は現実的ではない」との課題認識

が、検討委員会第1回で示された。1 

そのうえで、今回提示された対応方針では、3日間の一斉帰宅抑制の基本原則を維持しつつ、「被害

状況等に応じた柔軟な対策」を講じることが、今後の帰宅困難者等対策の実効性向上を図る上で有用

であるとしている。 

 今後は、以下①～③の観点から具体の対応方策を検討し、ガイドラインに反映するとしている。 

  ①対策の実効性向上を図るための、一斉帰宅抑制等の正しい理解と認知度の向上 

  ②デジタル技術の活用等による帰宅困難者の一斉帰宅抑制等の適切な行動の促進 

  ③一斉帰宅抑制の適用期間中に一部鉄道が運行再開する場合の鉄道帰宅者への支援 

 

 

３．企業における帰宅困難者対策見直しのポイント 

 

これらの動きを踏まえ、企業においても帰宅困難者対策を見直すことが必要であるが、見直しにあ

たっては、既に見直しに着手している自治体等の動きが参考になる。 

ここでは、企業が帰宅困難者対策を見直しする際の2点のポイントについて、自治体等の動きを踏ま

えて整理する。 

 

 (1)時間帯別の対策 

 

既存ガイドラインでは、帰宅困難者数がピークとなる「平日昼12時」の発災を想定しているが、必

ずしも就業時間中に発災するとは限らない。企業においては、就業時間外も考慮のうえ、時間帯別に

対策を講じることが必要となるが、ここでは、「発生時間帯別の対策」について整理をしている事例

を紹介する。 

                                                   
1 首都直下地震帰宅困難者等対策検討委員会（第１回） 

 「帰宅困難者等対策に係るこれまでの取組と今後の検討の方向性について」 
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①関西広域帰宅困難者対策ガイドライン 

 平成30年に発災した大阪府北部地震では鉄道機関が運休、一般道では大規模な渋滞が発生するなど

公共交通機関が混乱した。発災の時間帯が朝の通勤時間帯と重なったため、会社への移動手段が閉ざ

された出勤困難者が多数発生した。このとき、自宅待機など適切に指示を出せた企業がある一方で、

「出勤困難者」のなかには、会社から明確な出社指示が出されず、自己判断のもとに長時間徒歩で出

社した人も多くいた。 

東京都の帰宅困難者対策条例と同様に、関西の大阪府、京都府、大阪市など、他の都市でも地震発

生後にむやみに移動しない「一斉帰宅抑制」が求められている。しかし、大阪府北部地震では、就業

時間中だけではなく、「出勤時間帯」および「帰宅時間帯」など、時間帯別の発災を想定してルール

を策定する教訓が得られた。 

かかる教訓を踏まえ、関西広域連合では、「関西広域帰宅困難者対策ガイドライン」にて、企業にこ

のような発災時間帯別のパターンを定めることを提言している（図1）。 

 また、同ガイドラインでは、企業は、「出勤時間帯の発災」であれば自宅待機、通勤途中で事業所が

近い場合は職場などで安全確保することや、「帰宅時間帯の発災」であれば事業所に待機させて、帰宅

途中で自宅が近い場合は自宅にて安全確保することまでが示されている。 

 

図 1：時間帯別行動パターン 出典：「関西広域帰宅困難者対策ガイドライン」（関西広域連合） 

 

なお、就業時間外に地震が発生し得るのは、関西に限ったことではない。関西広域帰宅困難者対策

ガイドラインの他、福岡市の「事業所における帰宅困難者対策ガイドライン」についても、出勤時間

帯や帰宅時間帯に発災した場合など、発災時間帯別の対応についても定めておくことが必要だと示さ

れている。 

 

(2)地域特性を考慮した帰宅困難者対策 

 

既存ガイドラインでは、大都市圏での発災を想定しているが、地震が発生した地域の特性によって、

起こり得る被害の様相等も異なる。企業においても、地域特性を考慮のうえ対策を講じることが必要

となるが、ここでは、「地域特性を考慮した対策」について整理をしている事例を紹介する。 

 

①札幌都心地域帰宅困難者対策ガイドライン 

北海道や東北地方に甚大な被害が想定される「日本海溝・千島海溝沿いの巨大地震の被害想定（内

閣府）」では、停電時には暖房が停止することで、屋内の滞在が困難になると想定している。冬季は
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気温が氷点下にもなり得る積雪寒冷地において、屋外や寒い屋内に避難する場合は、身体の安全が危

ぶまれる恐れもある。 

「札幌都心地域帰宅困難者対策ガイドライン」では、このような厳冬期における防寒対策として、

市の備蓄物資の毛布・寝袋等を、一時滞在施設に滞在する帰宅困難者へ供給することを検討している。

本ガイドラインで提言はされていないが、企業としても、従業員の安全確保のため、防寒グッズ（防

寒着、毛布等）や電気が無くても使用可能な暖房器具（ポータブルストーブや使い捨てカイロ等）を

用意されることを推奨する。 

 

②愛知県帰宅困難者対策実施要領 

首都圏では、電車等の公共交通機関の運休等による帰宅困難者の発生を想定しているが、自家用車

での通勤が多い地域でも、従業員が一斉に車で帰宅を開始すると、交通渋滞が発生しこれによる二次

災害の危険や救助活動の妨げとなる恐れがある。 

「愛知県帰宅困難者対策実施要領」では、このような事態を想定して、従業員の多くが自家用車で

通勤しているような地域では、事業者は帰宅経路の安全が確認された後、時差帰宅や自家用車の乗り

合いによる帰宅等により、円滑かつ計画的な帰宅を実施するとしている。 

企業においても、平時における従業員への周知事項として、「むやみに移動を開始しない」といっ

た基本原則と併せて、帰宅時の留意事項も検討することが望ましいだろう。 

 

地方特性を考慮した対策について整理したが、企業でもこの観点から対策を見直すことが望ましい。

しかし全国に拠点が散在する場合は、本社で一元的に各拠点の対策を検討することは現実的ではない。

そのような場合は、本社にて帰宅困難者対策にかかる原則を整理し、各拠点にて所在する地域のガイ

ドラインや条例等を確認し、本社の整理した原則に加えて個別の対策を講じる必要があるか、段階を

踏んで検討されることを推奨する。 

 

 

４. まとめ 

本稿では、行政における帰宅困難者対策の動きを紹介したうえで、企業における帰宅困難者対策の見

直しのポイントを紹介した。なお、内閣府は、今後、２．で紹介した対応方針に基づき具体的な対策

を検討し、ガイドラインに反映するとしているため、企業において具体的な見直しに着手される際は、

今後発表されるこの新しいガイドラインもご参照いただきたい。 

 

 

                              MS＆AD インターリスク総研㈱  

リスクマネジメント第四部 事業継続マネジメント第二グループ 

        コンサルタント  内山 和佳奈 
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MS＆ADインターリスク総研株式会社は、MS＆ADインシュアランス グループのリスク関連サー

ビス事業会社として、リスクマネジメントに関するコンサルティングおよび広範な分野での調査研

究を行っています。 

事業継続マネジメント(BCM)に関するコンサルティング・セミナー等を実施しております。 

コンサルティングに関するお問い合わせ・お申込み等は、下記の弊社お問合せ先、またはあいおい

ニッセイ同和損保、三井住友海上の各社営業担当までお気軽にお寄せ下さい。 

 

お問い合せ先 

MS＆ADインターリスク総研㈱  

リスクマネジメント第四部 事業継続マネジメント第一・第二グループ 

千代田区神田淡路町2-105 TEL:03-5296-8918（第一グループ）／03-5296-8958（第二グループ） 

            FAX:03-5296-8941 

 https://www.irric.co.jp/ 

 

 

本誌は、マスコミ報道など公開されている情報に基づいて作成しております。 

また、本誌は、読者の方々に対して企業のＲＭ活動等に役立てていただくことを目的としたもので

あり、事案そのものに対する批評その他を意図しているものではありません。 
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